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論 文 要 旨      E 
 
 

所属ゼミ 岡田正大  研究会 氏名 髙宮笙子 

（論文題名） 
 
 
小・中学生を対象とした日本型アントレプレナーシップ教育の成功要因 
 
 
 
（内容の要旨） 
 
先行研究により、起業家活動を向上させる上で初等・中等教育におけるアントレプレナーシップ教育（以

下、起業家教育と表記する）が重要な役割を担っていることが明らかになっており、起業家教育の充実が推

進されている一方で、日本における実施率は未だに低いという点に焦点を当てる。本論文の目的とは、日

本において初等・中等教育における起業家教育の実施率が低い原因とそれを向上させるための成功要因

を明らかにする。 

 研究方法は先行研究の文献調査及び、面接と直接観察を中心としたケーススタディを用いる。起業家教

育の概念が発展段階にあるため、調査対象は幅広く設定し、起業家教育を実施してから規模の拡大や継

続性の側面において成果を出している小・中学校の運営者や教員、小・中学生を対象に起業家教育プログ

ラムを実施している地域の支援団体の運営者、高校生を対象としている民間企業の CSR 活動責任者とし

た。 

文献調査から、現状として、日本に適した起業家教育モデルが確立されていないため、どういう起業家教

育を実施すれば良いのか分からないこと、導入及び運営方法に関するノウハウや情報が不足していること、

起業家教育の必要性が関係者（教員、児童生徒、保護者、教育委員会）に十分に理解されていない、もしく

はそれら関係者の関心が低いということが普及の促進を滞らせている可能性があることが分かった。これら

の課題について、各ケースがどのように乗り越えたのか、その成功要因について調べた。 

日本に適した起業家モデルが確立されていないことについて、各運営団体はその団体の方針、戦略、強

みとの整合性を取れたモデルや、得られる起業家スキルや起業家精神とプログラム内容との整合性につい

て運営者が検証・改善が繰り返し、独自で発展させていることが分かった。そして、日本の教育現場の特徴

を踏まえて、モデルに含まれるべき要素が 1.競争と協調性とのバランスを取ること 2.学習内容と現実社会に

おける事象とを結びつけること 3.生徒に主体性を持たせて、自主的に考えたり行動したりする習慣を定着さ

せること 4.ゼロベースで何かを作る工程を体験させること 5.自由な発想や意見を尊重し、アウトプットさせる

機会（プレゼンテーション等）を設けることであった。 

導入及び運営方法に関するノウハウや情報が不足していることについて、導入期においては民間プログ

ラムや講師を活用すること、そしてその後継続させていくためには外部との連携・ネットワークを構築すること

が重要であることが分かった。導入期においては、積極的に外部の資源を活用し、民間企業やその他外部

機関からノウハウを教示してもらう必要があるが、同時に運営者や教員等現場に一番近い者が意見を出し

合い、改善を図っていくことでノウハウを蓄積してく必要がある。さらに、地域の住民や地域の施設運営者と

連携することで、あらゆる資源や情報へアクセスを広げることができて、規模の拡大や継続性へと繋がること

が分かった。 

 起業家教育の必要性が関係者（教員、児童生徒、保護者、教育委員会）に十分に理解されていない、もし

くはそれら関係者の関心が低いことについては、導入期において特に重要であることが分かった。日本に

おいて、教育現場に市場の原理や、近年は個人間で競争させることについて反対する教員や保護者が一

部いるため、全員の理解を得るために教員向けセミナーや保護者参加型プログラムを通じて、起業家活動

の教育的意義や効果について周知活動を積極的に行う必要がある。 

 本研究の限界として、調査対象から導き出した成功要因を含む起業家教育の効果やインパクトに

関して測定していないため、これにより実際に起業家活動率がどれくらい向上するのかについて検

証することが今後の課題である。 
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